
福
祉
の
職
場

福
祉
の
仕
事

さまざまな事情により、家庭で養育できない乳幼児を受
け入れ、養育する施設です。

●乳児院

不良行為をしたり、または今後するおそれのある児童を
入所させ、自立を支援する施設です。

●児童自立支援施設

保育所等を訪問し障がい児に対して、障がい児以外との
集団生活への適応のための専門的な支援を行います。

●保育所等訪問支援

重度の障がい児に対し、居宅を訪問して児童発達支援を
行います。

●居宅訪問型児童発達支援

児童発達支援センター等において日常生活における基
本的な動作の指導、知識技能の習得、集団生活への適応
訓練等を行います。

●児童発達支援

学校に就学している児童に対し、放課後又は休日に施設
等で生活能力向上のために必要な訓練、社会との交流
等の支援を行います。

●放課後等デイサービス

肢体不自由児に対し、児童発達支援や治療を行います。

●医療型児童発達支援

知的障がい児等を入所させ、保護、日常生活の指導及び
独立自活に必要な知識・技能の習得に向けた支援を行う
施設です。

●福祉型障害児入所施設

肢体不自由児や重症心身障害児等を入所させ、保護、日
常生活の指導及び独立自活に必要な知識・技能の習得に
向けた支援や治療を行う施設です。

●医療型障害児入所施設

保護者が労働または疾病などの理由で、その保護すべき
児童を日々保育できない場合に、保護者の委託を受けて
児童を保育します。

●保育所

軽度の情緒障がいを有する児童を短期入所させ、又は
保護者の下から通わせて、その情緒障がいを治し、あわ
せて退所した者について相談その他の援助を行う施設
です。

●児童心理治療施設

母子世帯を保護することを目的とする施設で、離別や死別
等により経済的あるいは養育能力等においてその力が不
足している女子と、その人が養育すべき児童を受け入れ、
保護し、職業相談や生活指導・学習指導を行う施設です。

●母子生活支援施設

地域福祉活動の中核となる民間団体で、社会福祉に関
する調査・研究、住民に対する福祉意識の啓発、在宅福
祉サービスの企画立案や実践、ＮＰＯへの支援など、さ
まざまな福祉活動をサポートしています。

●社会福祉協議会

要保護女子等が入所し、必要な生活指導や職業訓練等
を行うことにより、自立更生を図る施設です。

●婦人保護施設

身体上または精神上、著しい障がいがあるために独立し
て日常生活をすることが困難な要保護者を収容し、生活
補助を行う施設です。

●救護施設

乳児を除く保護者のいない児童、虐待されている児童、
その他家庭環境に恵まれていない児童を受け入れ、養
護する施設です。

●児童養護施設

児童・障がい児にかかわるサービス児童・障がい児にかかわるサービス児童・障がい児にかかわるサービス

その他の施設その他の施設その他の施設 福祉の仕事には、介護をする人、生活・作業の支援をする人、

福祉サービスのコーディネートをする人、事務をする人など、

さまざまな職種があります。県内でも福祉の仕事に従事する

皆さんが、専門職の自覚と誇りを持って働いています。

福祉の仕事福祉の仕事
Job of Welfare

●ここでご紹介する福祉の仕事は、あくまでも一例です。仕事の内容等は、各施設・事業所

によって異なる場合があります。

●福祉の仕事には、国が定めた基準により資格が必要な職種と、必要としない職種が

あります。

　また、募集の際には、一定の知識・技術を求められる場合があります。
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高齢者や障がい者など、介護を必要とする人に、食事、
入浴、排泄、衣服の着脱や移動など、利用者の生活全般
にわたって必要な援助を行います。また、散歩や買い物
を援助したりレクリエーション活動や施設の行事などを
通して、いきいきと生活できるよう援助します。なお、
利用者の家族に介護方法のアドバイスを行うことも大切
な仕事です。

介護職員（ホームヘルパー）の仕事

居宅介護等の訪問系の従事者（ホームヘルパー）になる
ための代表的な資格要件は、「介護福祉士」「実務者研
修修了」「介護職員初任者研修修了」「居宅介護初任者
研修修了」（障がい者対象の訪問介護に必要）です。
これらの資格を有していないと、居宅介護でのホ―ムヘ
ルパーの仕事に就くことはできません。
施設系の介護職員の場合は、無資格で採用されることも
ありますが、上記の資格のいずれかを有している方を希
望する求人が多くなっています。

介護職員になるには（資格要件）

指定居宅介護支援施設事業者及び介護保険施設等に配置
され、利用者からの相談に応じ、心身の状態や希望に合
うサービスが利用できるよう介護サービス計画を作成し
ます。居宅サービス事業者や介護保険施設等との調整を
行うなど、介護保険サービス（ケアマネジメント）を担
当する専門職です。

介護支援専門員の仕事

介護支援専門員として働くためには、「介護支援専門
員」の資格を取得する必要があります。資格を取得する
には、一定の資格（国家資格）を有していることや介
護・相談援助業務などの経験が５年以上必要で、介護支
援専門員実務研修受講試験に合格し、その後指定された
研修を受講する必要があります。

介護支援専門員になるには（資格要件）

高齢者や、環境上の理由により日常生活を営むのに支障
がある人の福祉に関する相談や援助を行う専門職です。
介護を必要とする人、その家族、そして現場スタッフと
の間で、業務がスムーズに遂行できるように調整をする
キーパーソンです。
具体的には、利用者の相談援助、入退所の手続きや家族
との連絡調整、サービス計画立案などを主な業務として
います。

生活相談員の仕事

生活相談員は、事業所の配置基準に定められる職種名称
です。資格要件としては、「社会福祉士」「精神保健福
祉士」「社会福祉主事任用資格」のいずれかの資格を有
していることがあげられます。
また、市町村により資格要件が異なることがあります。

生活相談員になるには（資格要件）

障がい者
福祉

高齢者
福祉

高齢者
福祉

高齢者
福祉

介護職員

介護の仕事

生活相談員

相談支援の仕事

介護支援専門員
（ケアマネジャー）

相談支援の仕事

生活支援員

介護・相談支援の仕事

利用者の毎日の生活に関わり、
いきいきとした暮らしができるよう
援助します

どの様な介護サービスを利用できるか
アドバイスし、ケアプランと呼ばれる
介護の計画を作成します

施設や在宅等の生活の場において食事、入浴、排泄など
生活習慣や身体能力の向上を目指し、整理整頓を行い快
適な生活を送ることができるよう支援します。他に創
作・生産活動、レクリエーションなど多岐にわたり、就
職を目指した訓練実習などの就職支援や相談支援を行い
ます。

生活支援員の仕事

とくに定めがないため、資格不問の求人があります。ま
た、「社会福祉士」「精神保健福祉士」「社会福祉主事
任用資格」「介護福祉士」「介護職員初任者研修修了」
のいずれかの資格を有している方を希望する求人も多く
なってきました。

生活支援員になるには（資格要件）

身の回り、家族援助から創作生産活動、
社会参加活動まで生活に密着しながら
障がい者の自立をサポートします

利用者・家族と現場スタッフ等を
つないで相談、援助します

訪問介護事業所、訪問入浴介護事業所、特別養護老
人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、デイ
サービスセンター、老人保健施設　など

主な職場

■介護福祉士（P14参照）
■実務者研修修了（P15参照）
■介護職員初任者研修修了（P16参照）

取得が望ましい資格

居宅介護支援事業所、特別養護老人ホーム、老人保
健施設、地域包括支援センター　など

主な職場

■介護支援専門員（P18参照）

必要な資格

療養介護、生活介護、自立訓練、生活訓練、就労移
行支援、就労継続支援、共同生活援助などを行う施
設・事業所など

主な職場

■社会福祉士（P19参照）　
■精神保健福祉士（P20参照）
■社会福祉主事任用資格（P21参照）
■介護福祉士（P14参照）
■介護職員初任者研修修了（P16参照）

取得が望ましい資格

特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人
ホーム、デイサービスセンター　など

主な職場

■社会福祉士（P19参照）
■精神保健福祉士（P20参照）
■社会福祉主事任用資格（P21参照）

取得が望ましい資格

福
祉
の
仕
事

福
祉
の
仕
事
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児童
福祉

障がい者
福祉

障がい者
福祉

障がい者
福祉

サービス管理責任者

相談支援専門員

相談支援の仕事

相談支援の仕事

保 育 士

保育の仕事

職業指導員

介護・相談支援の仕事

福
祉
の
仕
事

福
祉
の
仕
事

利用者に合わせた個別支援計画の作成や支援サービスに
関わる担当者との連絡調整、支援スタッフの指導等、提
供するサービスのまとめ役。個別支援計画の実施状況を
把握（モニタリング）し見直しも行うとともに、自立し
た日常生活が可能と認められる利用者に対し、就労や地
域での自立生活に向けた支援を行います。

サービス管理責任者の仕事

サービス管理責任者になるには、国が指定した障がい者
（児）の保健、医療、福祉、就労、教育分野における相
談支援業務、直接支援業務（介護、就労支援、職業教
育）に３～８年の実務経験と基礎研修と実践研修等の指
定された研修を修了する必要があります。

サービス管理責任者になるには（資格要件）

具体的な支援内容を考え、その実現に
向け事業所内職員に対し、技術的指導や
助言を行います

療養介護、生活介護、自立訓練、生活訓練、就労移
行支援、就労継続支援、共同生活援助などを行う施
設・事業所など

主な職場

■サービス管理責任者等研修修了（P24参照）

必要な資格

■相談支援従事者初任者研修修了（P24参照）

必要な資格 障がい者福祉に関する様々な問題について、利用者・家
族・関係機関との間に立って調整するキーパーソンで
す。障がい者本人や家族からの相談にのり、必要な情報
提供や障がい福祉サービス等の利用計画支援などを行い
ます。

相談支援専門員の仕事

相談支援専門員になるには、国が指定した5～10年の実
務経験と相談支援従事者初任者研修等の指定された研修
を修了することが必要です。
この研修を受けるための経験年数については、業務内容
や福祉関係の保有資格により要件が異なります。
また、相談支援専門員の資格を継続するには、５年ごと
に更新のための研修を受講し修了する必要があります。

相談支援専門員になるには（資格要件）

障がいのある人が自立した日常生活や
社会生活が送れるよう支援します

「計画相談支援」「地域相談支援」「障害児相談支
援」を行う事業所など

主な職場

職業指導員は、知的障がい者や身体障がい者、および精
神の障がいのある人が利用施設で、職業上の技術を習得
させる訓練、指導を行います。一人ひとりの希望や適
性、障がいの程度に応じて。仕事の内容や作業手順を考
え、障がい者の潜在能力を最大限に引き出し、自立や社
会参加を援助・支援します。また、他のスタッフととも
に日常生活を送るうえでの生活援助を行うこともありま
す。

職業指導員の仕事

特に資格要件はありませんが、技術指導ができる一定の
経験や技能が求められます。また、就労支援員の場合に
ついても、障がい者の就労支援の経験を有することが望
ましいです。

職業指導員になるには（資格要件）

利用者の適性に合わせ、
職業上の技術を習得するための訓練、
指導を行います。

就労移行支援、就労継続支援を行う施設・事業所など

主な職場

■社会福祉主事任用資格（P21参照）

取得が望ましい資格

保育所では、子どもたちが安全で快適な環境や、様々な
経験と友だちとの関わりの中で、成長できるよう保育を
行います。また、児童養護施設では、様々な事情で家庭
での生活が困難な子どもたちを援助、育成、指導する仕
事です。児童の指導・育成計画の企画、施設内調整、
親、学校、児童相談所などとの連絡調整業務を主に行い
ます。また子どもたちの年齢や能力に応じて社会的な生
活力を身につけるよう生活全般の支援も行います。

保育士の仕事

保育士資格を有することが条件になります。保育士養成
校で学び所定の単位を取得して卒業するか、保育士試験
に合格し、資格を得ます。

保育士になるには（資格要件）

子どもたちの健やかな成長を支え、
社会性を養います

保育所、乳児院、母子生活支援施設、児童養護施
設、児童心理治療施設、認定こども園、放課後等デ
イサービスを行う事業所など

主な職場

■保育士（P25参照）

必要な資格
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福
祉
の
仕
事

福
祉
の
仕
事

児童
福祉

保育の仕事

看護師
・

准看護師

児童発達支援管理
責任者

高齢者
福祉ほか

サービスを利用する障がい児の成長にあわせ、心理面や
発達の課題を把握し、保護者（家族）のニーズも含めた
目標を立て、他の機関と調整しながら援助の方針を決め
る個別支援計画書を作成することが主な仕事です。
また、保護者の相談にのりアドバイスをおこなったり、
障がい児との遊びや学習の支援を通じ、個別支援計画に
合わせた療育にも取り組みます。

児童発達支援管理責任者の仕事

障害児・児童又は障害者に対する支援に従事した期間が
３年以上あり、児童発達支援管理責任者となるための指
定された研修を修了することが必要です。この研修を受
けるための経験年数については、業務内容や福祉関係の
保有資格により要件が異なります。
また、児童発達支援管理責任者の資格を継続するには、
５年ごとに更新のための研修を受講し修了する必要があ
ります。

児童発達支援管理責任者になるには（資格要件）

ひとりひとりの児童の成長を
見守り支援します

児童発達支援センター
放課後等デイサービスを行う事業所など

主な職場

■児童発達支援管理責任者研修修了（P24参照）

必要な資格

看護の仕事

■看護師（P23参照）
■准看護師（P23参照）

必要な資格
医師の指示に基づいて。専門職として治療のサポートを
したり、利用者が出来る限り質の高い生活ができるよう
に支援します。利用者の状態を把握し、多職種と連携を
図り、適切な対応とるのも重要な役割です。また、身体
的な支援だけでなく、その家族への対応も必要とされま
す。

看護師・准看護師の仕事

看護師や准看護師になるには、それぞれ養成施設で専門
知識や技能を習得し、試験に合格する必要があります。
また、３年以上のある准看護師は、看護師国家試験の受
験資格があります。

看護師・准看護師になるには（資格要件）

利用者の健康を医療の面から支えます

特別養護老人ホーム、デイサービスセンター、老人
保健施設、訪問看護ステーション、生活介護を行う
事業所など

主な職場

理学療法士
・

作業療法士

リハビリテーションの仕事

高齢者
福祉ほか

高齢者や障がい児・者を対象に、理学療法士は、身体機
能や身体能力が維持・回復できるように医学的リハビリ
テーションを行います。
作業療法士は、老化や病気に伴う身体又は精神の維持回
復に向けて工作や手芸などの作業療法により機能の回復
や維持をサポートします。

理学療法士・作業療法士の仕事

理学療法士や作業療法士になるには、それぞれ養成施設
で専門知識や技能を習得し、理学療法士試験や作業療法
士試験に合格する必要があります。

理学療法士・作業療法士になるには（資格要件）

心身機能の維持回復を図るための
訓練を行います

老人保健施設、リハビリテーションセンター、デイ
ケアセンター、生活介護を行う事業所など

主な職場

■理学療法士（P21参照）
■作業療法士（P22参照）

必要な資格

社会福祉協議会職員

地域福祉全般の仕事

福祉
全般

社会福祉協議会は、県・市町村に設置されている民間団
体で、地域福祉を推進する中核となる団体です。職員は
地域住民からの様々な相談や、調査活動によって地域の
福祉課題を把握し、課題解決に向けての広報や組織活
動、ボランティア活動など住民の主体的な福祉活動の支
援、新たな福祉サービスの企画・実施などを行います。
また、市町村社会福祉協議会では、ホームヘルプサービ
ス、デイサービスなどの介護保険事業や生活介護、就労
支援Ｂ型などの障害福祉サービス事業を実施していると
ころもあります。

社会福祉協議会職員の仕事

定められた基準はありませんが、応募要件として、「社
会福祉士」や「社会福祉主事任用資格」などが求められ
ることが多いのが現状です。

社会福祉協議会職員なるには（資格要件）

住民が主役の「福祉のまちづくり」を
サポートします

県市町村社会福祉協議会

主な職場

■社会福祉士（P19参照）
■社会福祉主事任用資格（P21参照）

取得が望ましい資格
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福
祉
の
資
格

　「介護福祉士等修学資金貸付制度」および「福祉系高校修学資金貸付制度」は、岐阜県内の福祉・介護人材の
育成および確保ならびに定着を支援することを目的に、資格取得に必要な費用を無利子で貸し付ける制度です。
　いずれも定められた要件を満たした場合に返還免除となる「返還免除型の貸付金」です。

貸付制度のご案内貸付制度のご案内貸付制度のご案内
（資格取得などをサポートします）

問い合わせ先  社会福祉法人　岐阜県社会福祉協議会
福祉人材総合支援センター
TEL 058-201-2261

その他申込みの要件、申込方法等の詳細については、岐阜県社会福祉協議会公式HPをご確認ください。
※東海三県で介護福祉士国家試験受験資格を得ることができ、本貸付の対象となる養成校のコースは、P30
　～P43の福祉の資格を取得できる学校に「◎」で表記してあります。
※介護施設に再就職される方向けの再就職準備金貸付制度もございますので、公式HPまたは以下までお問
　い合わせください。

Qualification of Welfare

福祉の資格福祉の資格

福祉の職場で働くには、その仕事に必要な資格を取得して

いる必要がある場合がありますので、関連する資格について

ご紹介します。

また、資格の種類には、以下の様なものがあります。

国または、国が委託した団体が試験を実施するもので、試験制度を規定した法律が
あります。その資格がないと営業できない、または、その業務に就くことができない
資格もあります。

国家資格
National

厚生労働省などの省庁が認定している資格です。財団法人、社団法人、地方自治体
などが試験を実施します。試験内容などを規定した法令や条例により実施します。

公的資格
National

地方自治体などで一定の職務に就くために必要となる国が定めた基準です。大学
や養成校で国が定めた科目を履修し卒業することで、資格が得られます。

任用資格
Appointive

財団法人、社団法人、民間企業などが、業界のレベルアップを目指し、独自の基準と
して定めている資格です。

民間資格
Private

●取得する資格によっては、養成校で定められた科目を履修し卒業してから、受験資格を得たうえ
で、国家試験に合格しないと取得できない資格があります。
●また、実務経験がないと国家試験等をうけることができない資格もあります。
●資格試験を受験する場合は、必ず試験実施機関に受験資格についても、問合わせをしてください。

令和4年２月現在
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貸
付
制
度

対象者 貸付条件 貸付額 返還免除条件

介
護
福
祉
士
等
修
学
資
金

介護福祉士養成施設
（大学・短大・専門学校）
社会福祉士養成施設
（短期養成施設・一般
養成施設）
に入学する方

岐阜県内または県外の
養成施設に入学し介護
福祉士または社会福祉
士を目指す方で、他の
同種の貸付けを受けて
いない方

大学　最大288万円
短大・専門学校
　　　最大168万円
※�高等教育の修学支援新制
度を併用する場合は、減
免額に応じて貸付額を調
整します。

養成施設を卒業後、介護
福祉士または社会福祉士
として登録した後、岐阜
県内で介護・相談援助等
の業務に継続して５年間
従事した場合

実務者研修施設に入学
する方

岐阜県内の実務者研修
施設に在学し介護福祉
士を目指す方で、他の
同種の貸付けを受けて
いない方

最大20万円以内

介護福祉士として登録し
た後、岐阜県内で介護・
相談援助等の業務に継続
して２年間従事した場合

福
祉
系
高
校

修
学
資
金

福祉系高校に在学する
方

福祉系高校に在学し介
護福祉士を目指す方
で、他の同種の貸付け
を受けていない方

最大44万円以内

福祉系高校を卒業後、介
護福祉士の登録を行い、
岐阜県内で介護業務等に
継続して３年間従事した
場合

介
護
・
障
害
福
祉
分
野
就
職
支
援
金

他の業種から岐阜県内
の介護事業所・施設に
介護職員等として就職
する方

介護職員初任者研修以
上の研修を修了した方
で、対象施設就職前に
岐阜県福祉人材総合支
援センターに予め計画
書等の届出をした方

最大20万円以内

岐阜県内の対象事業所に
おいて、介護職員等とし
て業務に継続して２年間
従事した場合

他の業種から岐阜県内
の障害福祉事業所・施
設に障害福祉職員等と
して就職する方

介護職員初任者研修以
上の研修、障害者居宅
介護従事者基礎研修等
を修了した方で、対象
施設就職前に岐阜県福
祉人材総合支援セン
ターに予め計画書等の
届出をした方

最大20万円以内

岐阜県内の対象事業所に
おいて、障害福祉職員等
として業務に継続して２
年間従事した場合


